
第 2 9 回 定 時 株 主 総 会 招 集 ご 通 知 に 関 し て の
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

第29期（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

ケイアイスター不動産株式会社

上記の事項につきましては、法令および当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上
の当社ホームページ「IR情報」欄（https://www.ki-group.co.jp）に掲載することにより株
主のみなさまに提供しております。

表紙



連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数　18社

(2) 連結子会社の名称
株式会社よかタウン
株式会社つかさ
株式会社よかネットクラウド
ケイアイスターデベロップメント株式会社
株式会社旭ハウジング
ケイアイクラフト株式会社
ケイアイスタービルド株式会社
ケイアイネットリアルティ１ｓｔ株式会社
ケイアイネットリアルティ２ｎｄ株式会社
ケイアイネットリアルティ３ｒｄ株式会社
ケイアイネットクラウド株式会社
ＫＥＩＡＩカイマッセ株式会社
ケイアイプランニング株式会社
株式会社フレスコ
株式会社おゆみ野住宅
株式会社建新
ホーム建創株式会社
ユニオン測量株式会社

　ケイアイプランニング株式会社は、2018年５月に、新規設立したことにより連結子会社となりました。
　株式会社フレスコ及びその子会社である株式会社おゆみ野住宅は、2018年７月に株式会社フレスコの
株式50.5％を取得したことにより連結子会社となりました。
　株式会社建新及びその子会社であるホーム建創株式会社は、2019年１月に株式会社建新の株式を追加
取得したことにより持分比率72.4％となり連結子会社となりました。また、株式会社建新が、2019年３
月にユニオン測量株式会社の全株式を取得したことにより、同社は連結子会社となりました。
　なお、当連結会計年度において、株式会社旭ハウジングを存続会社とする吸収合併により、株式会社ア
ルスは消滅しております。
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２．持分法の適用に関する事項
　持分法適用の範囲の変更

　当連結会計年度において、株式会社建新を存続会社とする吸収合併により、株式会社建新パートナーズ、
株式会社建新ホームズ、株式会社みらいの３社が消滅しております。また、ホーム建創株式会社を存続会
社とする吸収合併により、有限会社ホームペイントが消滅しております。
　なお、2019年１月に株式会社建新の持分を追加取得したことにより連結子会社となったため、同社及
びホーム建創株式会社を持分法適用の範囲から除外し連結の範囲に加えております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度の末日は連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　その他有価証券
時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産
ａ　販売用不動産、仕掛販売用不動産及び未成工事支出金
　個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
ｂ　貯蔵品
　最終仕入原価法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しており
ます。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）及び2016年４月１日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　４～50年
②　無形固定資産

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
①　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を
計上しております。

②　貸倒引当金
債権の貸倒等による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については、個別に回収不能額を算定しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく短期間のもの
を除く）については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法による）を、その他の工事につ
いては工事完成基準を適用しております。

(5) のれんの償却方法及び償却期間
10年間の定額法により償却しております。

(6) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用として
処理しております。なお、固定資産に係る控除対象外消費税等は、長期前払費用に計上し、５年間で均
等償却しております。
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（表示方法の変更に関する注記）
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当連結会
計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負
債の区分に表示しております。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

販売用不動産 5,346,377千円
仕掛販売用不動産 5,239,323
建物 1,617,682 〃
土地 1,775,514 〃
計 13,978,897千円

短期借入金 8,250,006千円
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） 3,339,131 〃
計 11,589,138千円

　なお、上記以外の短期借入金4,053,630千円及び長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）
760,373千円は、担保留保となっております。

２．当座貸越契約
当座貸越極度額 45,774,000千円
借入実行残高 33,608,310 〃
差引額 12,165,690千円

３．有形固定資産の減価償却累計額 1,523,715千円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 14,232,500 ― ― 14,232,500

２．配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 512,368 36 2018年３月31日 2018年６月27日 利益剰余金

2018年11月９日
取 締 役 会 普通株式 597,763 42 2018年９月30日 2018年12月10日 利益剰余金

（注）１．2018年６月26日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、この配当の基準日である2018
年３月31日現在で役員向け業績連動型株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式41,300株に対す
る配当金1,486千円が含まれております。

２．2018年11月９日開催の取締役会決議による配当金の総額には、この配当の基準日である2018年９
月30日現在で役員向け業績連動型株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式41,300株に対する配
当金1,734千円が含まれております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 597,763 42 2019年３月31日 2019年６月26日 利益剰余金

（注）１．上記配当は、本株主総会の決議事項となっております。
２．2019年６月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員向け業績連動型株式報酬制度の導

入に伴い、当該制度に係る信託が保有する当社株式に対する配当金1,734千円が含まれております。

３．新株予約権に関する事項
新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しているものがないため、記載しておりません。
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、仕入計画及び設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調
達しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借
入により調達しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制
　完成工事未収入金、投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把
握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　営業債務である電子記録債務、工事未払金、未払法人税等については、そのほとんどが３ヶ月以内の支
払期日であります。借入金、社債については主に仕入や設備投資に必要な資金の調達を目的としたもので
あり、返済または償還日は決算日後概ね５年以内であります。これらは流動性リスクに晒されております
が、当該リスクに関しては各部署からの報告に基づき財務課が適時に資金繰計画を作成・更新することに
より管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する
ことが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注２）を参照ください。）。

連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

資産
(1) 現金及び預金 14,020,502 14,020,502 ―
(2) 完成工事未収入金 517,875 517,875
(3) 投資有価証券 206,178 206,178 ―
負債
(1) 電子記録債務 518,350 518,350 ―
(2) 工事未払金 8,066,132 8,066,132 ―
(3) 短期借入金 41,718,900 41,718,900 ―
(4) 未払法人税等 1,118,414 1,118,414 ―
(5) 社債（１年内に償還予定の社債を含む） 603,000 603,337 337
(6) 長期借入金（１年内に返済予定の長期借

入金を含む） 8,322,771 8,425,452 102,680

（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
資　産
(1) 現金及び預金、(2)完成工事未収入金

　これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。
(3) 投資有価証券

　これらの時価については、取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示
された価格によっております。

負　債
(1) 電子記録債務、(2) 工事未払金、(3) 短期借入金、(4) 未払法人税等

　これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。
(5) 社債、(6) 長期借入金

　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り
引いた現在価値により算定しております。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額
（単位：千円）

区分 2019年３月31日

投資有価証券 607,141

　上記有価証券は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(2) 投資有価証券」
には含めておりません。

（注３）金銭債権の決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 14,020,502 ― ― ―

完成工事未収入金 517,875 ― ― ―

（注４）社債、長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 41,718,900 ― ― ― ― ―

社債 122,400 183,400 135,000 108,800 44,400 9,000

長期借入金 2,149,753 3,263,673 1,045,362 827,665 342,546 693,768

合計 43,991,054 3,447,073 1,180,362 936,465 386,946 702,768

（１株当たり情報に関する注記）
　１．１株当たり純資産額 1,100円60銭
　２．１株当たり当期純利益金額 243円88銭

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。

（その他の注記）
　連結計算書類に記載の金額については、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
(1) その他有価証券

時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）を採用しております。

時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
販売用不動産、仕掛販売用不動産及び未成工事支出金
　個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
を採用しております。

貯蔵品
　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）及び2016年４月１日以後に取
得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建　　　　物　４年～50年

(2) 無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3) リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法を採用しております。

－ 9 －

個別注記表



３．引当金の計上基準
(1) 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上して
おります。

(2) 貸倒引当金
　債権の貸倒等による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については、個別に回収不能額を算定しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく短期間のものを除く）
については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法による）を、その他の工事については工事完
成基準を適用しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税等は当事業年度の費用として処理して
おります。なお、固定資産に係る控除対象外消費税等は、長期前払費用に計上し、５年間で均等償却してお
ります。

（表示方法の変更に関する注記）
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当事業年
度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の
区分に表示しております。
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（貸借対照表に関する注記）
１．担保資産及び担保付債務に関する事項

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。
販売用不動産 602,346千円
仕掛販売用不動産 1,804,558 〃
建物 552,631 〃
土地 939,494 〃
計 3,899,031千円

短期借入金 1,558,800千円
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） 487,951 〃
計 2,046,751千円

　なお、上記以外の短期借入金3,400,330千円及び長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）
27,800千円は、担保留保となっております。

２．当座貸越契約
当座貸越極度額 36,900,000千円
借入実行残高 27,421,740 〃
差引額 9,478,260千円

３．有形固定資産の減価償却累計額 968,914千円

４．保証債務
株式会社旭ハウジング 2,253,615千円
株式会社建新 1,000,000 〃
計 3,253,615千円

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 155,413千円
短期金銭債務 87,517千円
長期金銭債務 10,000千円
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（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

営業取引による取引高 1,414,542千円
営業取引以外の取引による取引高 83,945千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 41,344株
（注）上記株式数には役員向け業績連動型株式報酬制度の導入に伴い、当該制度に係る信託が保有する

当社株式41,300株が含まれております。

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 24,459千円
未払事業税 32,149 〃
棚卸資産の評価減 34,493 〃
減損損失 17,030 〃
資産除去債務 20,367 〃
その他 20,543 〃

繰延税金資産合計 149,043千円

繰延税金負債
合併受入時土地評価差額 15,207千円
資産除去債務に対応する除去費用 8,424 〃

繰延税金負債合計 23,632 〃
繰延税金資産純額 125,411千円
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（関連当事者との取引に関する注記）
１．子会社

種類 会社等の名称
又は氏名

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

子会社
ケイアイスターデ
ベロップメント
株式会社

100.0 資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付 1,159,129
関係会社預け金 1,014,927

資金の回収 2,194,459
利息の受取 17,885 ― ―

子会社 株式会社旭ハウジ
ング 100.0 資金の貸付

資金の貸付 1,795,953
関係会社貸付金 696,000

資金の回収 1,387,953
利息の受取 10,406 ― ―

子会社 ケイアイスタービ
ルド株式会社 95.0 資金の貸付

役員の兼任

資金の貸付 2,003,682
関係会社預け金 1,150,168

資金の回収 1,355,609
利息の受取 14,533 ― ―

子会社 ＫＥＩＡＩカイマ
ッセ株式会社 95.0 資金の貸付

役員の兼任

資金の貸付 2,040,851
関係会社預け金 672,994

資金の回収 1,367,856
利息の受取 6,431 ― ―

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。
２．取引条件及び取引条件の決定方針

株式会社旭ハウジングに対する資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に決定しておりま
す。また、株式会社旭ハウジング以外の資金の貸付については、キャッシュ・マネジメント・システ
ムによる取引であり、金利は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

２．役員

種類 会社等の名称
又は氏名

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

役員及び
その

近親者
園部　守 (0.09) 当社

常務取締役
建物の

請負工事 22,630 ― ―

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。
２．取引条件及び取引条件の決定方針

取引金額については、社内規定に準じて決定しております。
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（１株当たり情報に関する注記）
　１．１株当たり純資産額 1,056円65銭
　２．１株当たり当期純利益金額 208円20銭

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。

（その他の注記）
　計算書類に記載の金額については、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。
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